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■展望・解説■

IPCC(IntergovernmentalPanelonClimate

Change)の動向
一第2次評価報告書におけるエネルギー分野のCO2排出抑制方策一

…
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1．緒言

地球規模の気候変動に関する最近の科学的知見，影

響,CO2を中心とする温暖化ガス放出削減策，或いは

社会経済への影響を評価するために,IPCC(気候変

動に関する政府間パネル）は1995年末に第2次評価報

告書をまとめた．この報告書はその後のFCCC(気候

変動枠組み条約）における具体的な対応政策の議論に

も影響を与えており，昨年11月には今後の温暖化防止

のための具体的な施策を検討する作業グループ。(AG

BM)からの要請で，各種の対応策，技術，政策など

を強化した基本情報を提供するための技術報告書をま

とめている．ここでその経緯と概要，特にエネルギー

供給システム部門におけるCO2放出削減策についてそ

の基本的な概念と評価結果，或いはそれに対する反応

を示し，今後の動向を紹介する．

2.IPCCの最近の経緯と動向

IPCCは1990年に地球規模気候変動に関する科学的

知見とその対応策に関する第1次評価報告書をまとめ，

更に1992年に補足報告書をまとめて，当時の知識と知

見を広く世の中に周知させることに貢献した．その後，

FCCCの発効や一般的な地球環境問題への関心がたか

まり，気候変動の機構解明や対策技術の研究開発もか

なり進展したので，これらの知見を再度評価して客観

的にまとめるため，1993年9月より第2次評価報告書

(SecondAssessmentReport,SARと省略）の作

成作業を開始した．1995年IPCCの規約により2回の

政府レビューを経て，最終報告案が95年10月に承認さ
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れた．同年12月の総会で付帯する要約版，即ち政策決

定者のための要約と分析報告書と併せてその背景，根

拠となる膨大な技術報告書とが最終的に承認され，96

年になって公表，出版された．内容については各国か

ら多数の専門家が加わって広い範囲のサーベイを行っ

ており，種々の批判はあるものの，現在の知見を広く

カバーしたものとしてそれなりの評価を得ている．

3．第2次評価報告書の概要

報告書の目的，前提は上述の様に気候変動に対する

現象解明，影響，対策などについて，当時の信頼の出

来る最新の知見を広くサーベイしてこれを評価報告す

ることとあり，その手段として全て査読済みの学術的

論文のみを引用することが要求された．この種の研究

意見には野心的，或いは不確実な情報が混じることが

危倶されてこれを避けるためにしかるべ･きスクリーニ

ングが行われていることが要件とされたものである．

過去の例に倣ってその構成は，1．気候変動に関する

科学的知見（11章)，2．その影響，適応と対策技術

(28章)，3．社会的，経済的側面（11章）の3部から

なり，各部門毎に作業グループを構成し，その中で各

章毎に作業チームを作って個別に作業した結果を，適

当な間隔で作業グループ全体会合によって相互の調整

を図るという形を取って作業が進行した．各章の担当

著者は5～15名位になって，全体では400人以上が関

与している．このうち，第2作業グループは特に我が

国の得意分野である対策技術を対象とする関係から作

業グループの副議長（サブグループの議長）をはじめ

日本からも多数の参加者があり,880ページに及ぶ最

大の報告書となった．

第2次報告書ではまず気候変動に関しては気候モデ

ルに硫酸ミスト等のエアロゾルの効果を考慮したこと
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により，その精度と信頼性が増し，現実の現象がこれ

を否定できないこと，従って気候変動メカニズムのモ

デル，並びにその帰結として示される気候変動現象発

生，或いはその影響などが現実に生じて世界的に大き

な影響を受ける可能性が一層確度高く推測されると言

う論調になっている．他方でこれに対する対応策，特

に各種の対策技術に関する研究，開発，知見が著しく

増加して,WG2報告書は膨大な量に及んでいる．現

実の実施政策，社会への影響を分析したWG3では地

域事情，気候変動以外の要因による各種の問題を抱え

ているために，全世界的にコンセンサスの得られる様

な明確な方向，指針は得られていないが，個別事情に

応じた各種の対策メニューやその問題点などが議論さ

れて､fる．特に炭素税や各種の積極的な施策の意義や

効果などといった従来にない政策，施策に踏み込んだ

分析を進めている．

4.SARにおけるエネルギー供給部門における

CO2放出削減策の概要(WG2,19章）

本学会に関連の深いエネルギー供給部門(資源取得

から生成，変換を経て最終需要部門にエネルギー供給

を行う部門と定義しており，一般には電力供給，熱供

給，その他の液体を中心とする燃料供給を対象とする）

はエネルギー使用の最終目的ではないが，その部門内

で人為的CO2放出量の1/3を発生しており，もっと

も大きな単一発生部門と見られることから，その中で

の対応策は特に重要と認識されている．更にこの部門

の対応策はそのままエネルギー資源確保，現在の巨大

な供給システム，組織の存続維持，或いは将来のエネ

ルギー政策に密接に関連することから各国の高い関心

を呼び，その結果コメント，批判も多く，最も注目さ

れた部分となった．

本章ではエネルギー供給部門におけるCO2削減のた

めの各種の可能技術を個別評価し，これを総合的に矛

盾無く組み合わせて大幅なCO2放出削減の可能なエネ

ルギー供給システムを見いだすことまでを行っている．

その評価基準としては，まず適切な時間内での物理的，

技術的な実現可能性，経済的可能性，更に市場への浸

透可能性，社会的受容性などを考慮している．具体的

には最近よく言われる総削減可能量（ポテンシャル)，

エネルギーコスト（収支)，技術的実現性，経済的コ

スト，環境影響，地域的，全世界的な妥当性，既存技

術，資源との整合性，競争力などを評価することを目

指したが，現実にはデータの欠落や，情報の不足で，
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完全な形の評価は困難であり，また個人的な認識の差

も大きく，レビューの過程で問題となった．

またエネルギー供給システムはそのインフラの巨大

さと長寿命性，大量のエネルギーの分配，輸送を伴う

ことから，抜本的な削減を実現するためには極めて長

い期間を要する．更に資源から最終使用にいたるエネ

ルギーの複雑なフローを考えると，地域ごと，種別毎

或いは経済的実現性を考慮して相互に矛盾がなく，し

かも長期にわたって全世界的にもつじつまのとれた総

合的な分析が必要であるとして，一種の長期的なエネ

ルギーシナリオ分析を行っている．

まず個別技術，システムとしては下記の5項目に分

類（決して優先度の順ではないという注釈を常につけ

てレビューの批判をかわしている）しておのおのオプ

ションを示している．

＊省エネ，高効率化：発電効率の向上，熱併給（コー

ジェネ)，ヒートポンプ，その他の輸送損失軽減，

革新技術，特に燃料電池

＊化石燃料利用による燃料転換とGHG放出抑制

＊化石燃料使用における脱炭素技術と2酸化炭素貯留：

排煙脱炭，燃料変換脱炭

＊核燃料への転換

＊再生可能エネルギーへの転換：水力，風力，波力，

バイオマス，太陽光発電，熱発電，海洋温度差，地

熱

これらの個別技術評価に加えて，更に超長期の移行

過程を考慮して，その実現可能性を計算（単純な積算

による整合性チェック）によって確認し，これをLES

S(LowCO2EnergySupplySystems)分析と称

して2100年に気候の安定化に必要と言われる現状の1

/3，即ち年間炭素換算2GtまでCO2発生を抑制する

全世界的なエネルギーシステムの可能性を検討した．

上述の様に，エネルギーシステム特有の問題から，個

別技術の積み上げだけでは十分な対応がとれず，また

長期にわたり全世界的，且つ総合的に矛盾のないエネ

ルギーシステムのありかたを分析して初めて本格的な

削減が可能であるという考え方によるものである．な

おこの場合には需要側の技術，システムも対応する必

要があり，特に低炭素化を目指した自然エネルギーを

有効に利用するためにそのキャリアーとしての水素技

術を積極的に利用するシステムが必要との認識を示し

ている．その中でも長期的には運輸部門における燃料

電池利用が期待されている．なお需要は所与の値，過

去にIPCCで発表した超長期のエネルギー需要シナリ
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オ(IS92)の標準ケース(a)の需要を想定し，これを満

たしつつ上記の排出量におさめるという目標を定めて

いる.IPCCではこのときに，従来通りのシステムを

維持したケース(businessasuaual)では現状の6

倍，削減の努力をしても3倍程度との検討を行ってお

り，これを現状の1／3に削減することは極めて過酷

な前提条件である．

計算はエネルギー供給システムの慣性を考慮して25

年ごとの変化を対象として，各時点で地域ごとの需給

条件を満たし，長期的にCO2を削減可能なシステムを

求める形を取っている．但し，最適化手法などを用い

たユニークな解ではなく，その時点で十分な供給可能

量が存在し，比較的低価格と評価される再生可能エネ

ルギーシステムを順次導入して行くアルゴリズムを用

いて全体の整合性をチェックするという一種の十分条

件を与えるものであり，条件と政策によってはいくつ

かの解が存在するというものである．投資など動的推

移の条件は省略されており，25年間にこれを実現でき

るものとしている．これを補完するために，一般のマ

クロ的エネルギー経済モデルとして著名なエドモンドー

ライリーモデルによりマクロ的な側面での整合性を同

時にチェックしている．これは前提条件（燃料価格な

ど）が等しいのでその前提条件の妥当性の保証にはな

らないが，物理的な整合性と技術的な可能性のみで積

み上げ計算を行ったLESS分析結果とマクロ的経済モ

デルの結果との整合はとれたことになる．特に経済的

な負担をかけるCO2排出抑制技術を導入した場合に経

済的破綻をもたらすかどうかのチェックが行われたと

しているが，これも再生可能エネルギーの超長期的な

価格推定に依存するので，その妥当性も結局は将来ど

こまで価格，或いはエネルギー収支が改善されるかに

かかっている．

この分析ではいくつかの方向の削減シナリオが検討

されている．これは途中段階で各種の議論が出て，最

初バイオマスのみで行っていた計算を多様な方向に拡

張してメニューを示すという形でまとめた妥協の結果

であるが，結果的にはオプションをいくつか示すとい

う意味で，深刻な議論を回避でき，また多様なオプショ

ンを感度解析的に示すこととなった．

具体的なシナリオ（オプション）はバイオマス重点

型，核エネルギー重点型，天然ガス重点型，石炭重点

型，高水準需要型の5種である．このうち，天然ガス，

石炭重点型はCO2の回収隔離を伴うオプションであ

り，また最後の高水準需要ケースは途中のレビューで

エネルギー・資源

LDC(発展途上国）から前提としているエネルギー

需要はLDCの経済発展に不十分であるというコメン

トがあり，これに対応するために計算を加えた結果で

ある．

図-1は各時点の上記5ケースのエネルギー種別の供

給量を示しており，それぞれシナリオに対応するエネ

ルギー源が多くなるが，いずれの場合もバイオマスが

大きな割合を占めている．なおSolarHydrogenと

は太陽エネルギー起源の水素で電力から変換された燃

料,intermittentRen.は太陽光，風力などの変動

の大きな自然エネルギーによる発電を指す．図-2はそ

の際のCO2発生量を示している．各時点の右端の量

はIPCCIS92シナリオ各ケースの発生量を参考に示し

ている．破線で示される量は現実に化石燃料を利用し

て発生するCO2が回収処分される量を示している．石

炭重視ケースでは省エネを前提にしても2Gtの回収

処分が必要であってその状況は想像を絶するが,100

年先のこととなのであり得ないことという断定はでき

ない.2100年の高水準需要ケースでは実に12Gtもの

CO2を回収することになっており，如何に省エネが重

要かを示している．逆にIS92aの需要に合わせてシス

テムが検討されているので，これを越えた場合には石

炭資源に頼らざるを得ず，そこで発生するCO2の回収

処分が著しく増加することを示している．

最後にエネルギーシステムの変革を行うために問題

となる各種の政策課題CO2削減の促進政策などを論

じているが，本来の焦点は技術的，長期的な大規模削

減システムの提示にある．

前述のようにこの章はその対象の重要性と，革新的

な前提による試算により多くの注目と批判を集め，政

府レビューでは米国等から厳しいコメントが寄せられ

た．その主要な問題点は次の2点に集約される．

1）一部技術，或いはシステムについて技術的，物理

的ポテンシャルの推定が楽観的に過ぎる．特にバイ

オマス偏重の結果になっているが，そのポテンシャ

ルはそのまま土地利用の可能性に帰着し，人口増に

よる農地との競合から今後の用地拡大に難点がある．

またその価格推定が既存燃料に比べて楽観的であり，

この様にバイオマスが普及した場合には化石燃料の

価格も下がるので，相対的価格は一層あがり，その

促進は困難である．

2）本章でしめされるLESSの計算はレビューペーパー

に掲載されたものではなく，今回改めて計算された

点で,SARの基本的前提に反する．学術的にオー

－8－



127Vol.18No.2(1997)

1400 へF

jo

1990 2025 2100 e2050 2075

０
０
０
０
０

０
０
０
０
０

２
０
８
６
４

１
１

』
面
の
〆
』
の
Ｑ
『
山

「 30

fe

５
０
５
０

２
２
１
１

Ｎ
○
○
匡
己
↑
の

I
ｆ
ａ
ｂ
ｄ
Ｃ

ｅ
・
Ｔ
ａ
，
ｂ
．
．

b

｜
蕊
調
蕊
、
恐
蕊
雲
斡
塾
一
一
君
錫

ｅ
ｆ
ａ
ｂ
ｄ
Ｃ

『I
５
。

湘職;||;ﾘ癖０
０

０２

５
０ 鯛|ロ脇〃 2間、

B1NlNGICl叩BlNlNG1CIHDBlNlNGlClHDBINlNGlClHD
19908IN|NG|CLP928INING|CIHI:928AINfl_glHF928IN,NGICMf92

2025HDNI2050HDN12075HD20502100

"CO:EmissionsfromFossilFuels(GenerationminusCO2
SeOuesteredinDepletedNaturalGasFields,etc.）

aCO2SequesteredinDepletedNaturalGasFields,etc.

□CO,EmissionsfromFossilFuelsforthelPCCIS92a-f

Scenarlos

二
ｍ
麺
唖

戸

SolarHydrogen
声司

IntermlttentRenewables

》
．
唖
》
杜

Ｂ
Ｈ

l■■■

Nuclear

E三三ヨ

NaturalGas

Bl＝BiomasslntemsiveVariant：Nl＝NuclearlntensⅣe

Variant:NGI=NaturalGas-IntemsiveVariant:CI=

Coal-IntensiveVariant:HD=High-DemandVariant
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図-1LESS各ケースのエネルギー種別ごとの

一次エネルギー供給量

現で最終報告を修正している．著者の立場からは問題

の重要性と物理的に考慮すべきオプションの一例を示

して，その実現性に対する関心を高め，また必要なア

クションを考慮する契機となれば十分意義を持つとい

う立場で，問題提起としての意義は果たしたという理

解である．

更に細かい点では核エネルギーに関する技術評価，

全体としての内容，精度，記述態度，記述量のバラン

ス，経済的な可能性の議論の欠如などが指摘されたが，

レビューを通じてかなり改善された．特に将来の推定

価格などについては多様な見通しと思惑があって不明

確な点が多い．石炭のふそん量は広く認められている

が，天然ガスの資源量も不明確である．再生可能エネ

ルギーの既存エネルギーに対する将来の価格競争力も

議論が偏る場合も多く，最終的には比較可能な価格と

いう表現で落着した．特に大気環境保全コストの扱い

により既存燃料利用システムの価格も変わってくるの

でその辺の前提条件も問題となる．これらは各国専

門家，或いはエネルギー関係団体などからのコメント

に逐条的に対応して，最終的には上記のような技術的

可能性とその全体としての位置づけの例を示し，最終

判断は行わない形と表現でまとめられた．更にこれら

のオプションもその慣性の大きさからR&Dを含めて

速やかな行動開始の必要性を訴えた論調となっている．

5．最近の活動と方針

IPCCは96年11月にFCCCの作業グループであるA

ソライズされていない議論がIPCCで認めたかの様

な印象をもたれるおそれがある．

最初の批判は，表現の問題もあってこの様な大幅な

CO2削減が容易に達成でき，またバイオマスに無条

件に進むべきと主張しているという誤解からきた懸念

もある．本来の趣旨は，現状のままでは目標達成は殆

ど不可能であるが，現在予測可能な技術とシステムで

も抜本的な変革を進めれば，想定される需要を満たし，

なおその削減目標を達成する可能性がいくつか存在す

ることを，そのオプションを定量的に描くことによっ

て示すことにある．その実現にはいずれにしても強力

な支援策が必要であるが，その方向と可能性を定量的

に示すものとしては意義があるという評価もあって，

議論の末，この部分は最終の要約版にも引用された．

但しバイオマスのポテンシャルと将来価格については

不確実性も強いので，その確認自体が重要な研究テー

マであるという認識で一致している．他方で,LESS

自体が新たな試みかどうかについては前述のエネルギー

システム全体としての評価の一環として全体的，総合

的に検討する必要性があるということ，並びに分析手

法そのものは特に特異なものではなく既に文献などに

報告されているという立場で一応の理解を得た．問題

はむしろその中身，特にシナリオで重視するエネルギー

源そのものであるが，これについては前述の様に優先

順位を示しているものではないこと，多くのオプショ

ンを取って総合的に対応する必要があること，そのた

めの極端なケースを図示した思考実験であるという表

－Q－
J



128

GBM(AdHocGroupforBerlinMandate)から

の依頼により,Technologies,Policies,andMes-

uresforMitigatingClimateChange(気候変動

防止のための技術，政策並びに手段）と称する報告書

をまとめた．その目的は基本的にはCO2削減を実現す

るための技術的手段とその実施策，或いは政策を出し，

出来ればその効果を評価して，これをFCCCの討議材

料として提供するものである．内容はまず各種の技術

政策に関する評価基準を示し，その上で，エネルギー

供給，需要3部門（産業，運輸，民生）等の各分野に

おける各種の技術と実施手段，政策のオプションと全

体的な問題を論じているが，メニューを示すのみで，

その優劣は述べないと言う姿勢に徹している．特にF

CCCの性格から各国の事情により適切な政策，手段，

技術が異なることを強調しており，またCO2削減に努

力する義務を負った第1条加盟国（先進国）のみを対

象としている．AGBMの使命から2000年以降の施策

を目標としており，具体的には2010年から2020年頃を

目指した政策を論じている．但し，エネルギー供給部

門は短期目標では実効があがらないことから更に長期

の対応を視野においた施策が必要との認識を示してい

る．本文はSARを逐条的に引用し，それ以外の内容

は基本的に取り入れないという原則であるが，他方で

最新の情報は取り込み，更に各オプションを定量的，

定性的に実現性まで含めて評価するという矛盾した要

求があり,SARの評価，数値にも前述の様な議論も

多いので，これらを取捨選択してまとめている．特に

目標が比較的短期なので，基本的には需要サイドの省

エネが中心となり，これも特にエネルギー消費水準の

高い米国の事情が強調される形となった．需要サイド

の省エネは多分に個人的な消費行動，省エネ機器の普

及促進制度，政策に依存する面が強いので，その意味

でその効果に対して異論もあり，表現に問題も残る．

ここに示されるようにIPCCは最近，一層FCCCに

コミットする動きがあり,IPCC本来の趣旨からはず

れるという批判もある．これに対してIPCCが政策決

定段階にまで積極的に関与して，具体的なメニュー，

手法，判断基準などを提示することにより，初めて気

候変動の重要性を政策決定者に広く認識させ，現実的

に対応をとることが可能になるという意見もあり，最

近はその方向にシフトして政治的に動きすぎるという

批判も聞かれる．その意味ではIPCC本来の目的はほ

ぼ達成してその役割は完了しており，新たな方向を定

めてその機能を考え直す必要があると思われるが,F

エネルギー・資源

CCCのような条約交渉の場を離れて客観的，且つ科

学，技術的なベースに基づいた議論と知見を提供する

場は，現在のタイミングでは極めて必要且つ有意義で

あり,FCCCなどにコミットしつつ本来の機能も残す

ことが今後のIPCCの重要な課題である．

現実の対応の実施という立場を考えると，米国など

が常に指摘するように，各種の対応策の経済性が最も

関心をよびウまた深刻な問題となる．これは一般的にい

えばCO2削減対策により回避される損害(damage

cost)が明確でないまま，対応策のコスト(avoiding

cost)のみが強調されていることによるもので,dam-

ageを示す信頼できるインパクトの評価が要求されて

いるといえる．特に気候変動は現象自体の不確定すら

議論されており，その影響，更に経済的損失の評価は

一層議論が多く，多様な立場によって異なる主張がな

されるが，現実の対応をとろうとすればこれを除いた

議論はあり得ないので，今後の最重要課題と考えられ

る．

IPCCでは当初からの議長のスウェーデン，ボリー

ン教授に替わってWG2の議長を務めてきた米国のワ

トソン博士が'96年から議長に就任する予定である．

気候変動に関する関心と状況の逼迫に応じてIPCCの

次の課題としてより現実的な温暖化ガス放出制御策

(技術，政策）の実現，実施策の模索が要求されてい

る．これに対応するため,IPCCでは既にそのための

実状，対応手段，実施上の諸問題をサーベイする第3

次報告書(TAR)を2000年を目処にまとめる構想を

立てている．その中では1．科学的知見･(従来のWG

Iに相当)，2．影響並びに適応,3.GHG削減対応

策の3つのWG構成が提案された．但し，新しいWG

2，3は，いずれも経済的，社会的な影響，効果を同

時に考慮して現実的な政策に結びつけようと言うもの

で，従来のWG2,3で別個に議論されてきた科学技

術的対策手段と，社会経済的影響，政策的手法とその

諸問題の検討を横断的に再構成して適応策と削減策を

それぞれ現実的に政策まで議論しようと言う試みと言

える．又，すべてのWGを通じて地域性，即ち各国，

各地域の影響，適応，或いは対策効果の差異を分析し，

個々の地域に適した対応と効果を明らかにしようと云

う提案もなされている．これ等の基本方針は現在,I

PCC執行会合で検討中であるが，従来の技術的可能

性の議論から，経済的な障害，阻害要因などを考慮し

てより現実的な具体的な行動に結びつける指針を得る

ことが必要という認識に応えるものといえる．
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